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平成31年度税制改正概要（住宅局）

結果 特例措置 税目

－
○ 消費税率引上げを踏まえた住宅取得対策

住宅ローン減税の控除期間を３年間延長(建物購入価格の消費税２％分の範囲で減税)
所得税

個人住民税

延長
・
拡充

○ 空き家の発生を抑制するための特例措置

（延長）相続した空き家について、当該空き家を耐震改修したもの及びその敷地又は当該空き家を除却

した後の敷地を譲渡した場合に、譲渡所得から3,000万円を控除

（拡充）被相続人が老人ホーム等に入居していた場合を対象に追加

所得税
個人住民税

延長
・
拡充

○ 買取再販で扱われる住宅の取得等に係る特例措置

（延長）買取再販事業者が既存住宅を取得し一定のリフォームを行う場合、以下の通り減額

・住宅部分：築年数に応じて、一定額を減額

・敷地部分：一定の場合(※)に、住宅の床面積の２倍にあたる土地面積相当分の価格等を減額

※ 対象住宅が安心Ｒ住宅である場合又は既存住宅売買瑕疵担保責任保険に加入する場合

（拡充）省エネ改修の要件（全ての居室の全ての窓の断熱改修：全窓要件）の合理化

不動産取得税

延長
○ サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制

※固定資産税：2/3を参酌して1/2以上5/6以下の範囲内で条例で定める割合を５年間減額

不動産取得税：住宅について課税標準から1,200万円控除 等

固定資産税
不動産取得税

※その他の項目
○防災街区整備事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置の延長（固定資産税）
○被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長等の特例の拡充（東日本大震災関連）（所得税・個人住民税）
○既存住宅に係る特定の改修工事をした場合等の所得税額の特別控除に関する標準的費用額の工事実績を踏まえた見直し（所得税）
○熊本地震の被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置の拡充（固定資産税・都市計画税）



消費税率引上げを踏まえた住宅取得対策

施策の背景

要望の結果
○ 平成31年10月の消費税率引上げに際し需要変動の平準化に万全を期すため、以下の通り住宅ローン減税の拡充措置を講ずる。

住宅投資は内需の柱であり、消費税率引上げによる駆け込み需要とその反動減が生じた場合に経済に与える影響が大きいことを踏まえ、
「メリットが出るよう施策を準備」するという安倍総理の発言に沿って、需要変動の平準化に万全を期すための対策を講ずる。

持家及び分譲住宅の着工戸数指数の推移（季節調整値）「消費税率引上げとそれに伴う対応について」（抄）
（平成30年10月15日臨時閣議 内閣総理大臣発言）

第４に、消費税負担が大きく感じられる大型耐久消費財に
ついて、来年１０月１日以降の購入にメリットが出るように、税
制・予算措置を講じます。
（略）住宅についても、来年１０月１日以降の購入等につい
て、メリットが出るよう施策を準備します。

出典：「住宅着工統計」国土交通省

平成31年10月の消費税率引上げに伴う住宅に係る対策
（既に決定済のもの）

○ 前々回（1997年４月）、前回（2014年４月）の消費税率引上げ時は、
駆け込み需要とその反動減が発生。

控除期間 適用年の11年目から13年目までの各年の控除限度額（一般住宅の場合）

３年間延長

(10年間→13年間)

以下のいずれか小さい額
①借入金年末残高（上限4,000万円）の１％
②建物購入価格（上限4,000万円）の２／３％（２％÷３年）

※ 認定住宅の場合は、借入金年末残高の上限：5,000万円、建物購入価格の上限：5,000万円

※ 消費税率10％が適用される住宅の取得等をして、平成31年10月1日から平成32年12月31日までの間に居住の用に供した場合に適用。

○ また、既に措置することが決まっているすまい給付金の拡充（対象となる所得階層の拡充、給付額を最大30万円から50万円に引上げ）
等、税制・予算による総合的な対策を講ずる。

①住宅ローン減税の拡充措置の継続
（控除対象借入限度額：一般住宅4,000万円

長期優良住宅・低炭素住宅5,000万円）

②すまい給付金の拡充
（対象となる所得階層の拡充、給付額を最大30万円から50万円に引上げ）

③贈与税の非課税枠の大幅な拡充
（最大限度額1,200万円→最大限度額3,000万円）



空き家の発生を抑制するための特例措置の拡充・延長（所得税・個人住民税）

空き家の発生を抑制するため、空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除について、適用期間を４年間延長するとともに、被相続人の
直前居住要件を緩和し、老人ホーム等に入居していた場合を特例適用対象に加える。

要望の結果

特例措置の内容

結果

【出典】住宅・土地統計調査（総務省） ※将来値は民間シンクタンク試算値を参考
（今後の空き家対策を加味しない推計）

○周辺の生活環境に悪影響を及ぼしうる空き家の数は年々増加

○相続人が使う見込みのない古い住宅が空き家として放置され、
周辺の生活環境に悪影響を与えることを未然に防止することが
必要
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※平成28年住生活基本計画
における目標

約400万戸程度

○相続人が使う見込みのない空き家・敷地の流通を促進し、空き家の発生を抑制
○老人ホーム等で亡くなる方は年々増加しており、特例適用対象に加えることで空き家対策を着実に実施

施策の背景

（主な要件）
・被相続人が単独で居住し、亡くなった後に空き家の状態
・相続後３年経過した年の12月31日までに譲渡
・旧耐震基準建築物を除却又は耐震リフォーム

○被相続人は相続開始の直前において老人ホーム等に入居していることも多い

空き家・敷地の譲渡所得
から3,000万円を特別控除⇒

賃貸・売却用等以外の「その他空き家」戸数の推移

・本特例措置を４年間（平成32年１月１日～平成35年12月31日）延長する。
・被相続人が老人ホーム等に入居していた場合を対象に加える。

別の

住宅へ

転居

8.4%

老人ﾎｰﾑ等の

施設に入居

14.4%

死亡
64.2%

無回答
11.7%

家財道具を置いておくため 45.0%

施設と自宅を行き来して生活して
いるため

14.5%

【出典】平成26年空家実態調査（国土交通省）

【出典】老人ホーム等入居者へのアンケート調査 （国土交通省）

親の家屋に人が住まなくなった
（親が主たる居住地を移した）理由

老人ホーム等の入居者が持ち家を
所有し続ける理由



買取再販で扱われる住宅の取得等に係る特例措置の拡充・延長（不動産取得税）

既存住宅流通・リフォーム市場の活性化を図るため、買取再販事業者が既存住宅を取得し一定のリフォームを行った場合、不動産取得
税を減額する特例措置を２年間延長するとともに、省エネ改修の適用要件の合理化する措置を講じる。

施策の背景

要望の結果

○ 既存住宅流通市場の更なる活性化に向けて平成30年４月より、宅地建物取引業法の改正によるインスペクションの活用や、
「安心Ｒ住宅」制度などの取組を開始したところ。

○ 買取再販は、ノウハウを有する事業者が既存住宅を買い取り、質の向上を図るリフォームを行ってエンドユーザーに販売す
る事業。消費者が安心して購入できることから、既存住宅流通・リフォーム市場拡大に大きな役割を果たすものとして期待。

特例措置の内容

結 果

2025年までに既存住宅流通市場規模を８兆円に、リフォーム市場規模を12兆円に倍増
〔未来投資戦略2017（平成29年６月９日閣議決定）〕

目標

現行、買取再販で扱われる住宅に係る不動産取得税（事業者の
取得にかかるもの）ついて、以下の通り減額。

【住宅部分】

【敷地部分】

築年月日に応じ、一定額を減額

一定の場合（※１）に、税額から一定額（※２）を減額

※1 対象住宅が「安心Ｒ住宅」である場合または既存住宅売買瑕疵担保責任保険に加入する場合

※2 150万円又は家屋の床面積の２倍（200㎡を限度）に相当する土地の価格のいずれか大きい額に税率を乗じて得た額

売主 事業者 買主

リフォーム工事（一定の質の向上）＊

• 不動産取得税
• 登録免許税

住宅：所有権移転登記： 0.1％
（本則2％、一般住宅特例0.3％）
（～H32.３.31）

住宅：築年月日に応じ、一定額を減
額（最大36万円）

敷地：一定額を減額
（H31.４.１～H33.３.31）【拡充・延長】

• 不動産取得税
• 登録免許税

○現行の措置を２年間（平成31年４月１日～平成33年３月31日）延長する。
○省エネ改修について、適用要件を合理化する。

＊耐震、省エネ、バリアフリー、水回り等のリフォーム

※現行の必須要件（全ての居室の全ての窓の断熱改修（全窓要件））に、住宅全体の省エネ性能（断熱等級４など）を改修により確保した場合を追加



サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の延長（不動産取得税・固定資産税）

高齢者が安心して暮らせる住宅ストックが不足していることから、在宅医療・介護の場となるサービス付き高齢者向け住宅の供
給を促進するため、新築のサービス付き高齢者向け住宅に係る特例措置を２年間延長する。

特例措置の内容

結 果

現行の措置を２年間（平成31年４月１日～平成33年３月31日）延長する。

【固定資産税】 ５年間、税額を1/2～5/6の範囲内で市町村が条例で定める割合を軽減（参酌標準：2/3）
【不動産取得税】
家屋： 課税標準から1,200万円控除／ 戸
土地： 税額から一定額（150万円又は家屋の床面積の２倍（200㎡を限度）に相当する土地の価格のいずれか大きい額に税率を乗じて得た額）を軽減

施策の背景

要望の結果

■ 高齢者が安心して暮らせる住宅ストックは諸外国と比較すると不足している中、高齢単身世帯・高齢夫婦世帯の増加は今後も見込まれる状況

■ このため、在宅医療・介護の場となるサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進することが必要

○ 高齢者が望む地域で住宅を確保し、日常生活圏において、介護・

医療サービスや生活支援サービスが利用できる居住環境を実現

■ （参考）政府計画における位置づけ

住生活基本計画 （H28.３.18閣議決定） 「ニッポン一億総活躍プラン」 （H28.６.２閣議決定）

○ 2020年代初頭までに 介護基盤の整備拡大量：50万人分以上
（サービス付き高齢者向け住宅約２万人分を含む）

日本再興戦略2016 （H28.６.２閣議決定）
中短期工程表 「既存住宅流通・リフォーム市場を中心とした住宅市場」活性化②」

○ サービス付き高齢者向け住宅や高齢者支援施設等の
整備を促進

等

全高齢者に対する介護施設・高齢者住宅の割合

3.5％ 0.9％ 4.4 %日本（2005）

10.7 %

11.7 %英国（2001）

米国（2000） 6.2 %

施設系 住宅系

デンマーク
（2006） 2.5%

3.7%

8.1%

8.0%

4.0% 2.2%
資料：社会保障国民会議サービス保障（医療・介護・福祉）分科会(第8回)

高齢単身世帯・高齢夫婦世帯の増加

■単身高齢者世帯
□高齢者夫婦世帯
■高齢者がいる
その他の世帯
■高齢者のいない
一般世帯

（万世帯）

○ まちづくりと調和し、高齢者の需要に応じたサービス付き高齢者

向け住宅等の供給促進や「生涯活躍のまち」の形成 ○ サービス付き高齢者向け住宅の適切な立地や質の確保
の推進等により、多世代循環型の住宅・コミュニティづくり
（スマートウェルネス住宅・シティ）を推進

要介護状態にある高齢者は増加傾向

（出典：介護保険事業状況報告）

○ 高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 ４％（平成37年度）

○ 高齢者生活支援施設を併設するサービス付き高齢者向け住宅

の割合 90％（平成37年度）
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世帯数の将来推計（全国推計）（平成30年推計）」をもとに、国土交通省作成。）



その他の税制改正事項

○ 防災街区整備事業の施行に伴う新築の施設建築物に係る税額の減額措置の延長（固定資産税）
→ 適用期限を平成33年３月31日まで２年延長

○ 被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長等の特例の拡充（東日本大震災関連）（所得税・
個人住民税

→ 譲渡期限を３年延長 （平成30年12月31日まで→平成33年12月31日まで）

※併せて、一部運用の見直しを実施

○ 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合等の所得税額の特別控除に関する標準的費用額の
工事実績を踏まえた見直し（所得税）
→ 工事実績を踏まえて見直すこととする

○ 熊本地震の被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置の拡充（固定資産税・都市計画税）
→ 熊本地震の被災住宅用地等の特例について２年延長 (平成30年度分まで→平成32年度分まで)


